
平成21年度事務事業評価表 担当 内線等

①総合計画、市長マニフェストでの位置付け (該当しない事業については記入不要です。)

施策名

②事務事業の内容

③成果指標

④事業の概要

平均世帯数 ２８，２２１世帯 ２８，５４６世帯 ２８，６６９世帯

１回の発行部数 ２８，８００部 ２８，８００部 ２８，８００部

平均配布数 ２７，９９４部 ２８，１５８部 ２８，１８１部

成果指標② ２２．３１円 ２３．６２円 ２２．４４円

項　　目 平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度計画

指標の推移 平成20年度決算（実績） 平成21年度決算（実績） 平成22年度予算（計画）

成果指標① 99.20% 98.60% 98.30%

① ②

成果指標名 配布率 １部あたりの発行経費

成果指標の
説明

平均広報配布／平均世帯数×１００ 広報発行（印刷）経費／発行総数

対象(受益者) 蒲郡市民に

手　　段 広報紙を発行することで

成果、目標 行政の情報を提供し、市政の周知徹底を図る。

基本目標、施策に対する貢献度 ３点　施策の達成に非常に効果があった

市長マニフェスト －

市長マニフェストの執行状況 －

企画部　企画広報課 1542

事務事業名 広報がまごおり発行事業

基本目標 ６．市民とともに歩むまちづくり 広報・広聴
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⑤事業にかかる人工 （単位：人）

Ｈ20
人工計

1.53人
次長
課長級

0.03人 補佐級 0.50人 係長級 0.50人 一般職 0.50人 非常勤 再任用

Ｈ21
人工計

1.53人
次長
課長級

0.03人 補佐級 係長級 0.75人 一般職 0.75人 非常勤 再任用

⑥事業費 ※決算書、予算書に記載のある事業は決算書等の事業費を記載してください。（単位：千円）

事業費

人件費

合計

特定財源

一般財源

⑦事業の仕分け

説明

⑧必要性

⑨効率性

⑩総合評価

⑪改善点、問題点等

今後の改善計
画

有料広告掲載について、現在の市直営方式から代理店方式、枠売り方式等への変更

総合評価 Ｂ 事業の進め方に改善の余地がある

過去の改善点
平成19年10月から発行回数を月１回に変更した。併せて、有料広告の掲載を開始し、財
源確保に努めた。内容も、なるべく硬くならないよう読みやすくし、市民参加のコー
ナーを設けるなどして、親しみやすい広報紙に努めた。

現在の課題、
問題点

予算編成において年間掲載計画を実施しているが、現実は計画にない記事の掲載依頼が
多いためページ数がふくらんでしまう。

Ｂ　改善を加え市が実施
市内ほぼ全域に行政の情報を伝達できる媒体としてこれ以上有効なものは
ないが、編集先、編集方法等については、検討課題である。

必要性 Ｂ　市が実施するのが望ましい

効率性 Ｂ　投入された予算、人工にほぼ見合った成果をあげている

19,832 18,584

財源
内訳

1,755 1,200

18,077 17,384

項　　目 平成20年度実績 平成21年度実績 平成22年度計画

人件費
を含む
事業費

7,932 8,165 7,757

11,900 10,419
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